
（単位：百万円）貸借対照表

（2022年4月1日～2023年3月31日）

（2023年3月31日現在）

第79期事業概況
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科 目
( 負 債 の 部 )
預 金 積 金
当 座 預 金
普 通 預 金
貯 蓄 預 金
通 知 預 金
定 期 預 金
定 期 積 金
そ の 他 の 預 金
そ の 他 負 債
未 決 済 為 替 借
未 払 費 用
給付補てん備金
未 払 法 人 税 等
前 受 収 益
払 戻 未 済 金
職 員 預 り 金
そ の 他 の 負 債
賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
責任共有制度損失引当金
睡眠預金払戻損失引当金
債 務 保 証
負 債 の 部 合 計
( 純 資 産 の 部 )
出 資 金
普 通 出 資 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
(利益準備金限度超過積立金)
その他利益剰余金
特 別 積 立 金
(経営安定積立金)
当期未処分剰余金

会 員 勘 定 合 計
その他有価証券評価差額金
評価・換算差額等合計
純 資 産 の 部 合 計
負債及び純資産の部合計
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514,178

科 目
( 資 産 の 部 )
現 金
預 け 金
買 入 金 銭 債 権
金 銭 の 信 託
有 価 証 券
国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券
貸 出 金
割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越
そ の 他 資 産
未 決 済 為 替 貸
信金中金出資金
未 収 収 益
そ の 他 の 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
土 地
建 設 仮 勘 定
その他の有形固定資産
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
その他の無形固定資産
前 払 年 金 費 用
繰 延 税 金 資 産
債 務 保 証 見 返
貸 倒 引 当 金
(うち個別貸倒引当金)

資 産 の 部 合 計

DATA●1

2022年3月末 2023年3月末 2022年3月末 2023年3月末
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貸借対照表の注記

DATA●1

1．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）その他有価証券については時価法（売却原
価は主として移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行っております。なお、
その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

3．有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、時価法により行ってお
ります。

4．有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）
並びに平成28年4月1日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。

　　 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　　 建　物　　7年～47年
　　　 その他　　3年～20年
5．無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自金庫利用のソフトウェアについては、金庫内における利用可能
期間（主として 5年）に基づいて償却しております。

6．外貨建資産は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。
7．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　　　 日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第4号「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関

する実務指針」（令和4年4月14日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過
去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率に基づき計上しております。さらに、これに加えて、要注意先債権のう
ち一定の要件に該当する債権に対しては、必要と認める額を計上しております。
　上記以外の（「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀
行等監査特別委員会報告第4号令和4年4月14日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する）債権については、貸出金等の
平均残存期間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、平均残存期間の貸倒実績又は倒産実績を基礎とした貸倒実績率又
は倒産確率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。
　破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額の
うち必要と認める額を計上しております。
　破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控
除した残額を計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力のもとに資産査定部署が資産査定を実施しております。

8．賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しており
ます。

9．退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、採用している退職金の制度ごとに必要額を求め、計上しております。
　　（１）採用している退職給付会計の概要

　確定給付型の制度として、総合設立型の厚生年金基金制度、確定給付型年金制度（キャッシュ・バランス・プラン（平成17年
4月より移行））及び退職一時金制度を設けております。
　また、職員の早期退職等に際し、退職給付会計に係る退職給付債務の対象とされない加算退職金を支払う場合があります。
　なお、平成17年4月に改正した確定給付型年金制度（キャッシュ・バランス・プラン）の改正前の適格退職年金制度の設定時
期は昭和47年、また退職一時金制度は昭和56年であります。

　　（２）退職給付債務に関する事項
　　　イ．総合設立型の厚生年金基金制度

　当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設立型厚生年金基金）に加入しており、当金庫の
拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、当該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として処理
しております。
　なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当金庫の割合並びにこれらに関する補足説明は
次のとおりであります。
①制度全体の積立状況に関する事項（令和4年3月31日現在）
　年金資産の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,740,569　百万円
　年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備金の額との合計額　1,807,426　百万円
　差引額　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　△ 66,857　百万円
②制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合（令和4年3月分）　　　　　 0.2818　％
③補足説明
上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高162,618百万円及び別途積立金95,760百万円でありま
す。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間19年0ヵ月の元利均等定率償却であり、当金庫は、当期の財務諸表上、
特別掛金52百万円を費用処理しております。なお、特別掛金の額はあらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の
額に乗じることで算定されるため、上記②の割合は当金庫の実際の負担割合とは一致しません。

　　　ロ．確定給付型年金制度（キャッシュ・バランス・プラン）
　当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定
にあたり、退職給付見込額を当該事業年度末までの期間に帰属させる方法については期間定額基準によっております。なお、過
去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方法は以下のとおりであります。
　　過 去 勤 務 費 用　　その発生年度の職員の平均残存勤務期間内の一定年数（5年）による定額法により損益処理
　　数理計算上の差異　　各発生年度の職員の平均残存勤務期間内の一定年数（5年）による定額法により按分した額を（それ
　　　　　　　　　　　　ぞれ発生年度の翌事業年度から）損益処理
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　　　ハ．退職一時金制度
　　　「退職給付会計に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会企業会計基準適用指針第25号）に定める簡便法（退職給
付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法）により、当事業年度末における必要額を計上しております。

10．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末まで
に発生していると認められる額を計上しております。

11．責任共有制度損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払に備えるため、将来の負担金支払見込額を計上しております。
12．睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生す

る損失を見積り必要と認める額を計上しております。
13．役務取引等収益は、役務提供の対価として収受する収益であり、内訳として「受入為替手数料」「その他の受入手数料」「その他の役

務取引等収益」があります。このうち、受入為替手数料は、為替業務から収受する手数料であり、送金、代金取立等の内国為替業務に
基づくものと、輸出・輸入手数料、外国為替送金手数料等の外国為替業務に基づくものがあります。為替業務及びその他の役務取引等
に係る履行義務は、通常、対価の受領と同時期に充足されるため、原則として、一時点で収益を認識しております。貸金庫やインター
ネットバンキングに係る固定利用料等については契約負債を前受収益として計上し利用期間に按分しております

14．消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有形固定資産に係る控除
対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。

15．会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る財務諸表に重要な影響を及ぼす
可能性があるものは、次のとおりです。

　　　 貸倒引当金　　　2,572　百万円
貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として７．に記載しております。
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務者区分の判定における貸出先の将来
の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定しております。
なお、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度に係る財務諸表における貸倒引
当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

　　　 繰延税金資産　　4,361　百万円
繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積っております。当該見積りは、将来の
不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場
合、翌事業年度の財務諸表において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

16．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額　　48　百万円
17．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　  10,105　百万円
18．有形固定資産の圧縮記帳額　　　　　　　　　　 6　百万円
　　　（当期圧縮記帳額　　　　　　　　　　　　　 －　百万円）
19．信用金庫法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、貸借対照表の

「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証
券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに
債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸
借契約によるものに限る。）であります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額　  751　百万円
危険債権額　　　　　　　　　　　　　  3,067　百万円
三月以上延滞債権額　　　　　　　　　　　  －　百万円
貸出条件緩和債権額　　　　　　　　　　  150　百万円
合計額　　　　　　　　　　　　　　　  3,969　百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥ってい
る債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利
息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる
債権並びに危険債権に該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放
棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該
当しないものであります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

20．手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。
これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分でき
る権利を有しておりますが、その額面金額は450百万円であります。 

21．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
　有価証券 　　　　　　　　4,838　百万円
　預け金　　　　　 　　　 10,000　百万円
上記のほか、為替決済取引の担保として、預け金8,000百万円を差し入れております。

22．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債に対する当金庫の保証債務の額は21百万円
であります。

23．出資１口当たりの純資産額 　　　　　3,730円66銭
24．金融商品の状況に関する事項
　　（１）金融商品に対する取組方針
　　　　　当金庫は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行っております。
　　　　　このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ＡＬＭ）をしております。
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　　（２）金融商品の内容及びそのリスク
当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
また、有価証券は、主に国内外の公共債であり、その他有価証券、純投資目的及び事業推進目的で保有しております。
これらは、それぞれの発行体の信用リスク、金利の変動リスク、市場価格の変動リスク及び為替の変動リスクに晒されておりま
す。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。

　　（３）金融商品に係るリスク管理体制
　　　　イ．信用リスクの管理

当金庫は、貸出事務取扱規程及び信用リスクに関する管理諸規程等に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限
度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。
これらの与信管理は、各営業店のほか審査部により行われ、また、定期的に常務会や理事会にて、協議・報告を行っております。
さらに与信管理の状況については、統括監査部がチェックしております。
有価証券の発行体の信用リスクに関しては、資金証券部において、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しておりま
す。

　　　　ロ．市場リスクの管理
　　　　　①金利リスクの管理

当金庫は、ＡＬＭによって金利の変動リスクを管理しております。
ＡＬＭに関する規程及び要領等において、リスク管理手法等を明記しており、理事会において決定されたＡＬＭに関する方針
に基づき、常務会において実施状況の把握・確認を行っており、必要ある場合は、理事会に付議または報告を行っております。
日常的には資金証券部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握しギャップ分析や金利感応度分析等によりモニ
タリングを行い、四半期ベースで資金運用事前協議会（実質のＡＬＭ委員会に相当）へ報告しております。

　　　　　②為替リスクの管理
当金庫は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しており、継続的なモニタリングを行い、定期的に資金運用事
前協議会へ報告しております。

　　　　　③価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有については、ＡＬＭに関する規程及び要領等に従い行われております。
市場運用商品の購入については、理事会で承認された方針に基づき資金証券部で行っており、専決権限、事前審査、投資限度
額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて価格変動リスクの軽減を図っております。
当金庫で保有している株式の多くは、事業推進目的で保有しているものであり、取引先の市場環境や財務状況などをモニタリ
ングしています。
これらの情報は資金証券部を通じ、常務会及び資金運用事前協議会において定期的に報告されております。

　　　　　④市場リスクに係る定量的情報
当金庫において、主要なリスク変数である金利リスク、為替リスク及び価格変動リスクの影響を受ける主たる金融商品は、債
券及び株式等であります。
当金庫では、これら金融資産の市場リスク量をＶａＲにより週次で計測し、取得したリスク量がリスク限度額の範囲内となる
よう管理しております。
当金庫のＶａＲは、分散共分散法（保有期間250営業日、信頼区間99.0％、観測期間5年）により算出しており、令和5年3月
31日（当事業年度の決算日）現在で当金庫の市場リスク量（損失額の推計値）は、全体で28,599百万円です。
ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考え
られないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは補足できない場合があります。

　　　　ハ．資金調達に係る流動性リスクの管理
当金庫は、市場流動性の状況を適切に把握し対応するとともに、当金庫の資金調達・運用構造に即した適切かつ安定的な資金管
理を行うほか、資金調達手段の多様化等も考慮に入れて流動性リスクの管理を行っております。

　　（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なるこ
ともあります。
なお、一部の金融商品については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を含めて開示しております。

25．金融商品の時価等に関する事項
令和5年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等及び組
合出資金は、次表には含めておりません。
また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（＊１）預け金、貸出金、預金積金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わる金額」が含まれております。
（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

貸借対照表
計　上　額
117,840
291,702
34,048
257,653
79,165
2,565
76,600
486,142
463,091
463,091

時　　　価

117,871
290,727
33,073
257,653
79,682
2,565
77,117
485,715
463,276
463,276

差　　　額

31
△ 975
△ 975

－
517

517
△ 427
185
185

（1）預 　 け 　 金（＊1）
（2）有価証券
　　　　満期保有目的の債券
　　　　その他有価証券
（3）貸 　 出 　 金（＊1）
　　　　貸倒引当金（＊2）

金　融　資　産　計
預   金   積   金（＊1）
金　融　負　債　計

（単位：百万円）
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　　（注１）金融商品の時価等の算定方法
　　　金融資産
　　　（1）預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価格と近似していることから、当該帳簿価格を時価としております。満期のある預
け金については、残存期間に基づく区分ごとに、市場金利（スワップ金利等）で割り引いた現在価値を時価に代わる金額とし
て記載しております。

　　　（2）有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。
なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については26．及び27．に記載しております。

　　　（3）貸出金
貸出金は、以下の①～③の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、
その算出結果を時価に代わる金額として記載しております。
①破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権については、貸借対照
　表中の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前の額。以下「貸出金計上額」という。）
②①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額
③①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場金利（スワップ金利等）で
　割り引いた価額

　　　金融負債
　　　（1）預金積金

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、定期預金の時価は、
一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定し、その算出結果を時価に代わる金額と
して記載しております。その割引率は、市場金利（スワップ金利等）を用いております。

　　（注２）市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

　　（＊１）非上場株式及び信金中金出資金については、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（令
和2年3月31日）第5項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

　　（＊２）組合出資金については、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（令和3年6月17日）第27
項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

　　（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

　　（＊１）預け金のうち、期間の定めがないものは含めておりません。
　　（＊２）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めないもの、期間の定めがないものは

含めておりません。
　　（注４）その他の有利子負債の決算日後の返済予定額

　　  （＊）預金積金のうち、要求払預金は「１年以内」に含めております。

（単位：百万円）
区　　　　　　　　　　　　　　分
非　　上　　場　　株　　式（＊１）
組　　合　　出　　資　　金（＊２）
信　金　中　金　出　資　金（＊１）
合　　　　　　　　　　　　　　計

貸借対照表計上額
52 　　
4 　　

1,820 　　
1,876 　　

（単位：百万円）

預　　け　　金（＊1）
有　　価　　証　　券
　満期保有目的の債券
　その他有価証券のうち
　満 期 が あ る も の
貸　　出　　金（＊2）
合　　　　　　　　　計

1年以内

50,300
24,370

－

24,370

16,547
91,217

1年超  
5年以内 
55,000
24,191

－

24,191

22,746
101,937

5年超  
10年以内

－
8,471
－

8,471

14,522
22,993

10年超  

3,000
250,550
34,000

216,550

19,531
273,081

預　  金　  積　  金（＊）
合　　　　　　　　　計

1年以内  

444,428 
444,428 

1年超    
5年以内  
17,547
17,547

5年超   
10年以内 

991
991

10年超  

122
122

（単位：百万円）
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26．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」、
「その他の証券」が含まれております。以下、27.まで同様であります。
満期保有目的の債券

その他有価証券

27．  当事業年度中に売却したその他有価証券

28． 運用目的の金銭の信託

      

貸借対照表計上額
（百万円）
11,143

－
－
－

11,143
22,905

－
－
－

22,905
34,048

   種　　　類

時価が貸借対照表
計　 上 　 額 　 を
超　え　る　も　の

時価が貸借対照表
計　 上 　 額 　 を
超  え  な  い  も  の

 合　　　　　　　　　　　　　　　　　  計

差　　　額
（百万円）

272
－
－
－
272

△ 1,248
－
－
－

△ 1,248
△ 975

時　　　価
（百万円）
11,416

－
－
－

11,416
21,657

－
－
－

21,657
33,073

国 債
地 方 債
社 債
その他の証券
小 計
国 債
地 方 債
社 債
その他の証券
小 計

貸借対照表計上額
（百万円）
1,680
84,117
36,852
46,258
1,006
9,943
8,847
1,095
95,742

－
160,008
159,794

－
213
1,903
1,903
－

161,911
257,653

   種　　　類

貸借対照表計上額が
取　得　原　価　を
超　え　る　も　の

貸借対照表計上額が
取　得　原　価　を
超  え  な  い  も  の

 合　　　　　　　　　　　　　　　　　  計

差　　　額
（百万円）

1,201
1,751
1,484
260
5

1,105
885
219
4,057
－

△ 15,129
△ 15,129

－
△ 0

△ 127
△ 127

－
△ 15,257
△ 11,200

取 得 原 価
（百万円）

479
82,366
35,367
45,997
1,000
8,838
7,961
876

91,684
－

175,138
174,923

－
214
2,031
2,031
－

177,169
268,853

株 式
債 券
国 債
地 方 債
社 債
その他の証券
外 国 証 券
その他の証券
小 計
株 式
債 券
国 債
地 方 債
社 債
その他の証券
外 国 証 券
その他の証券
小 計

株 式
債 券
国 債
地 方 債
社 債
そ の 他 の 証 券
外 国 証 券
そ の 他 の 証 券
合 計

売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

－
－
－
－
－

3,787
3,787
－

3,787

－
－
－
－
－
554
554
－
554

－
－
－
－
－
－
－
－
－

貸借対照表計上額
（百万円）
2,000

当事業年度の損益に含まれた評価差額
（百万円）
－運用目的の金銭の信託
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29．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件に
ついて違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
14,089百万円であります。このうち原契約期間が1年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が12,857百万円あり
ます。

　　　 なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当金庫の将来のキャ
ッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由が
あるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。ま
た、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている金庫内手
続きに基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

30．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。
繰延税金資産
　　貸倒引当金　　　　　　　　　　　564　百万円
　　減価償却費　　　　　　　　　　　403
　　退職給付引当金　　　　　　　　　107
　　役員退職慰労引当金　　　　　　　  65
　　信用保証協会責任共有制度引当金　  27
　　未払事業税　　　　　　　　　　　  14
　　その他有価証券評価差額金　　　 3,126
　　その他　　　　　　　　　　　　　  56
　繰延税金資産小計　　　　　　　　4,366
　評価性引当額　　　　　　　　　　　△ 5
　繰延税金資産合計　　　　　　　　4,361
繰延税金負債
　　前払年金費用　　　　　　　　　　423
　繰延税金負債合計　　　　　　　　　423
繰延税金資産の純額　　　　　　　　3,937　百万円
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〈報酬体系について〉

1．対象役員
　稚内信用金庫における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事、非常勤理事、常勤監事および非常
勤監事をいいます。対象役員に対する報酬等は、職務執行の対価として支払う「基本報酬」及び「賞与」、在任期
間中の職務執行及び特別功労の対価として退任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。

（1）報酬体系の概要
　【基本報酬及び賞与】
　非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては、総代会において、理事全員及び監事全員それぞれの支
払総額の最高限度額を決定しております。
　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位等を、各理事の賞与額については前年度の業績等をそれぞ
れ勘案し、理事会において決定しております。また、各監事の基本報酬額及び賞与額につきましては、監事の協議
により決定しております。

　【退職慰労金】
　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後、支払っており
ます。
　なお、稚内信用金庫では、全役員に適用される退職慰労金の算定方法等を規程で定めております。

（2）2022年度における対象役員に対する報酬等の支払総額は、当年度に繰り入れた役員退職慰労引当金を含み184
百万円です。

（注）1．対象役員に該当する理事は12名、監事は3名です。
　　　2．上記の内訳は、「基本報酬」159百万円、「退職慰労金」24百万円となっております。
　　　　「退職慰労金」は、当年度中に支払った退職慰労金（過年度に繰り入れた引当金分を除く）と当年度に繰り入

　　れた役員退職慰労引当金の合計額です。
　　　　　 なお、2022年度は、賞与の支払いはありませんでした。
（3）その他

　「信用金庫法施行規則第132条第1項第6号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用金庫等の業
務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成24年
3月29日付金融庁告示第22号）第3条第1項第3号及び第5号に該当する事項はありませんでした。

2．対象職員等
　稚内信用金庫における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、稚内信用金庫の職員であって、対象役員が
受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、稚内信用金庫の業務及び財産の状況に重要な影響を与える
者をいいます。
　なお、2022年度において、対象職員等に該当する者はおりませんでした。

（注）1．対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
　　　2．「同等額」は 、2022年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
　　　3．2022年度において対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者はおりませんでした。
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